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５ － ３ － １
令和 4 年度 ～ 4 年度 95 千円

歳出科目: 02.01.01.30.01

95 千円

市費
95 千円

国費

0 千円

県費 令和２年度 令和３年度 令和４年度 単位
0 千円 92.5 94.9 － ％

95.0 95.0 95.0 ％
74.9 76.6 － ％
85.0 85.0 85.0 ％

その他 76.5 76.8 － 点
0 千円 77.0 77.0 77.0 点

90 千円

令和４年度 単位
実績値 98.0 ％
目標値 95.0 ％
実績値 80.0 ％
目標値 85.0 ％
実績値 77.3 点
目標値 77.0 点
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化余地 －
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PDCA 主要事業名 入札・契約管理事務 部課名 総務部総務課 天野
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得られる成果

法律に裏付けされた入札、契約事務が遂行されることで、適正な公共事業の実施に繋がる。

目標値や目指すべき状態
入札における市内業者指名
案件率（建設工事）

実績値

・入札、契約事務における運用や制度の見直し
・入札、契約事務における官製談合防止等の職員研修の実施

問題点・課
題等:

・市内業者の入札参加機会が確保されるよう更なる周知徹底
・全庁的に入札契約に関する適正な事務処理が執行できるよう周知徹底

予算額 主要事業とする理由

Ｐ
総合計画: 単位施策: 行政運営

予
算
見
積
書
で
活
用

公費を資源とする公共事業において、公平かつ公正で競争性の担保は必要不可欠であり、また、
地産地消の理念で地元経済の活性化が図られるよう統括する事業のため。財源内訳

総
合
計
画
と
の
関
係
性
と
予
算
根
拠

事業概要等

事業概要:
公共事業を実施するにあたり、公平性・透明性・競争性が担保された入札、契約事務
が全庁的に実施できるよう推進する。

事業目的:
入札・契約に関し、公平かつ公正で透明性の高い事務を執行するとともに、競争性の確保を前
提に入札制度が地元経済の活性化に寄与する。

目標値
入札における市内業者指名
案件率（物品等）

実績値
目標値

工事等成績評価点の平均点
実績値
目標値

評
価
項
目
（

決
算
時
に
作
成
）

半田市公共調達における地元企業の受注機会の拡大及び地産地消の推進に関する実施方針に基づき、市
内業者の優先発注に努めた結果、昨年度までと比べ市内業者の指名案件率は工事で3.1ポイント、物品等
で3.4ポイントの上昇となった。工事等成績評価点については、昨年度より全体で0.5ポイント上昇した。

①市の関与の妥当性

③休廃止の影響
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要
施
策
の
成
果
報
告
書
で
活
用

⑤成果向上の余地
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（
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上
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成
）

全体事業期間: 全体事業費等:
会計 一般会計

事業内容:

得
ら
れ
た
成
果
と

実
績
値 成果指標

入札における市内業者指名案件率（建設工事）

入札における市内業者指名案件率（物品等）

工事等成績評価点の平均点

Ｃ

事業の
評価・課題

B

市内業者が施行できない特殊な入札案件があるものの、発注担当課と調整しながら、市内業者で受注可能な業者がい
ないかなどを必ず精査することで市内業者指名案件率は昨年度までと比較し増となり、建設工事については、目標値を
越える成果を得ることができた。工事等成績評価点については、完了検査時に指摘された事項を次の現場管理に活かす
などの改善傾向が見られ、平均点の上昇につながったものと推測する。依然として年度末完了の件数が多く、品質低下の
リスク要素となるため、工事発注の平準化が課題である。令和４年度は公共工事に係る課題に対応するため、「公共工
事発注事務検討会議」を発足し、週休２日制工事、施工時期の平準化などの課題について検討した。

効率性

今後の事業
の方向性

改善推進

引き続き、指名競争入札における市内業者の入札参加機会が確保されるよう庁内に周知するとともに、随時入札制度
自体も見直しをしながら、公正・公平な入札が行われるよう制度改善に努める。工事等の品質向上のためには監督職員
の資質向上が不可欠であるため、引き続き検査時の指導を手厚く行うとともに、法律の改正、国よりの通達などを適切に
工事監理等に反映できるよう、周知・指導していく。

Ｄ 決算額 得られた成果

⑥類似事業の有無

妥当 ④上位施策への貢献

課
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理

⑦コスト削減
余地
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観点別評価

必要性 有効性

大きい

②市民ニーズ －


